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貸 借 対 照 表 

（2022 年２月 28 日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流動資産  流動負債  

現金及び預金 686,820 工事未払金 359,304 

受取手形 45,098 １年内償還予定社債 21,000 

完成工事未収入金 482,245 １年内返済予定長期借入金 52,313 

未成工事支出金 12,803 未払金 25,816 

前払費用 11,061 未払費用 955 

その他 14,264 未払法人税等 45,060 

貸倒引当金 △ 32,670 預り金 7,718 

流動資産合計 1,219,624 前受収益 386 

固定資産  賞与引当金 6,633 

有形固定資産  その他 16,657 

建物及び構築物（純額） 39,211 流動負債合計 535,846 

機械及び装置（純額） 386,323 固定負債  

車両運搬具（純額） 12,967 社債 10,500 

工具、器具及び備品（純額） 11,197 長期借入金 336,273 

土地 129,359 繰延税金負債 44,344 

建設仮勘定 984 その他 150 

有形固定資産合計 580,044 固定負債合計 391,267 

無形固定資産  負 債 合 計 927,113 

ソフトウェア 3,994 純 資 産 の 部 

その他 295 株主資本  

無形固定資産合計 4,289 資本金 33,000 

投資その他の資産  利益剰余金  

投資有価証券 2,357 利益準備金 1,200 

出資金 140 その他利益剰余金  

長期従業員貸付金 540 別途積立金 20,000 

長期前払費用 1,332 特別償却準備金 166,884 

その他 87,503 繰越利益剰余金 758,214 

貸倒引当金 △ 2,949 利益剰余金合計 946,298 

投資その他の資産合計 88,924 自己株式 △ 13,382 

固定資産合計 673,259 株主資本合計 965,915 

  評価･換算差額等  

繰延資産  その他有価証券評価差額金 308 

社債発行費 455 評価･換算差額等合計 308 

繰延資産合計 455 純 資 産 合 計  966,224 

資 産 合 計 1,893,338 負債及び純資産合計 1,893,338 
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損 益 計 算 書 

（2021 年３月１日から 2022 年２月 28 日まで） 

（単位：千円） 

科              目 金                   額 

売上高   

完成工事売上高 2,628,198  

その他の売上高 45,417 2,673,616 

売上原価   

完成工事売上原価 2,304,437  

その他の売上原価 17,460 2,321,897 

売 上 総 利 益  351,718 

販売費及び一般管理費  277,401 

営  業  利  益  74,317 

営業外収益   

受取利息 12  

受取家賃 2,903  

受取保険金 9,205  

スクラップ売却益 3,354  

補助金収入 1,014  

その他 950 17,439 

営業外費用   

支払利息 1,288  

支払保証料 275  

減価償却費 718  

手形売却損 570  

貸倒引当金繰入額 2,949  

その他 388 6,191 

経  常  利  益  85,565 

特別利益   

固定資産売却益 10,579 10,579 

特別損失   

     固定資産除却損 9  

     投資有価証券償還損 3,243 3,253 

税 引 前 当 期 純 利 益  92,891 

法人税、住民税及び事業税 52,300  

法 人 税 等 調 整 額 △ 22,717 29,582 

当  期  純  利  益  63,309 
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株主資本等変動計算書 

（2021 年３月１日から 2022 年２月 28 日まで） 

（単位：千円） 

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

特別償却 

準備金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 33,000 1,200 20,000 165,716 696,072 882,989 △13,382 902,606 

当期変動額                 

当期純利益        63,309 63,309   63,309 

特別償却準備金

の積立 
      54,065 △54,065 －   － 

特別償却準備金

の取崩 
   △52,897 52,897 －  － 

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

                

当期変動額合計 － － － 1,167 62,141 63,309 － 63,309 

当期末残高 33,000 1,200 20,000 166,884 758,214 946,298 △13,382 965,915 

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等 

合計 

当期首残高 △ 1,958 △ 1,958 900,647 

当期変動額     

当期純利益   63,309 

特別償却準備金

の積立 
  － 

特別償却準備金

の取崩 
  － 

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額） 
2,267 2,267 2,267 

当期変動額合計 2,267 2,267 65,576 

当期末残高 308 308 966,224 

 

 

  



5 

 

個 別 注 記 表 

 

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

（1） 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）を採用しております。 

（2） その他有価証券 時価のあるもの 

         決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算出）を採用しております。 

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金 

個別法による原価法を採用しております。 

3. 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物並びに 2016 年４月 

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

         ・建物             22～60 年 

  ・機械及び装置      ２～６年 

（2） 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

4. 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。 

（2） 賞与引当金 

         従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。 

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２． 会計方針の変更に関する注記 

該当事項はありません。 
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３． 貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額     2,190,608 千円 

2. 裏書譲渡手形                    12,011 千円 

3. 割引手形                      41,100 千円 

 

４． 損益計算書に関する注記  

該当事項はありません。 

 

５． 株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数 

（1） 当事業年度末日における発行済株式の数 

・発行済株式の種類及び株式総数：普通株式 50,000 株 

・自己株式の種類及び株式総数：普通株式  2,700 株 

（2） 当事業年度における発行済株式数の推移                          

 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式 普通株式（株） 50,000 － － 50,000 

自 己 株 式 普通株式（株） 2,700 － － 2,700 

2. 当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの

を除く。）の目的となる株式の数 

    該当事項はありません。 

 

６． 税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

  繰延税金負債の発生の主な原因は、特別償却準備金の計上等であります。 

 

７． 金融商品に関する注記 

  １．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入及び社債によ

り資金を調達しております。 

         なお、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりません。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

            営業債務である工事未払金は、1 年以内の支払期日であります。 

借入金及び社債は主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、

最長で 3 年後であります。 

(3）金融商品に係るリスク管理体制 

         ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 
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          当社は、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

         ②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

          投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に

見直しております。 

         ③資金調達に係わる流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理 

          当社は、管理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流

動性リスクを管理しております。 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。 

         当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

      貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

(1）現金及び預金 686,820 686,820 － 

(2）受取手形 45,098 45,098 － 

(3）完成工事未収入金※ 449,575 449,575 － 

(4）投資有価証券 2,357 2,357 － 

(5）従業員に対する長期貸付金 540 539 △ 1 

資産計 1,184,391 1,184,390 △ 1 

(1）工事未払金 359,304 359,304 － 

(2）１年内償還予定の社債 21,000 21,000 － 

(3）１年内返済予定の長期借入金 52,313 52,313 － 

(4）未払金 25,816 25,816 － 

(5）未払法人税等 45,060 45,060 － 

(6）預り金 7,718 7,718 － 

(7）社債（１年内償還予定を除く） 10,500 10,653 153 

(8）長期借入金（１年内返済予定 

を除く） 
336,273 334,808 △ 1,465 

負債計 857,986 856,674 △ 1,312 

※完成工事未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資 産 

         （1）現金及び預金、（2）受取手形、（3）完成工事未収入金 

             これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 
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（4）投資有価証券 

            これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関

等から提示された価格によっております。 

          （5）従業員に対する長期貸付金（１年内回収予定を除く） 

              これらの時価については、将来キャッシュ・フローを国債等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率

で割り引いた現在価値により算出しております。 

負 債 

         （1）工事未払金、（2）１年内償還予定の社債、（3）１年内返済予定の長期借入金、 

         （4）未払金、（5）未払法人税等、（6）預り金 

           これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

（7）社債（１年内償還予定を除く） 

            当社が発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

          （8）長期借入金（１年内返済予定を除く） 

            これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 
当事業年度 

（ 2022 年２月 28 日） 

出資金 140 千円 

         これについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記表には含め 

ておりません。 

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年超 10 年以内 

（千円） 

10 年超 

（千円） 

現金及び預金 686,820 － － － 

受取手形 45,098 － － － 

完成工事未収入金 482,245 － － － 

合計 1,214,163 － － － 

 

４．社債、長期借入金の決算日後の返済予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

社債 21,000 10,500 － － － － 

長期借入金 52,313 236,122 15,708 19,250 18,000 47,193 

合計 73,313 246,622 15,708 19,250 18,000 47,193 
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８． 関連当事者との取引に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

９． 1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産        20,427 円 57 銭 

1 株当たり当期純利益      1,338 円 45 銭 

潜在株式調整後の１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

１０． 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 


